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An Argument over Energy Policy based on Regional Autonomy 
 － For or Against － 
 
 















































































自由という「全面自由化」が実現した。その結果、2017 年 9 月時点における小売電気事業










を受けた小売電気事業者は、2017 年 3 月時点で 19 あるとされる。別の調査では、「2017 年



















                                            















































































































































































































































































































































左 環境省・（株）日本総合研究所「「地方自治体のエネルギー政策推進に向けた取り組み状況」平成 27 年 
右 (株) 日本総合研究所 「地方自治体の電力関連事業への関心と関与の可能性に関るアンケート調査結果」 
















自治体 事業体 資本金 自治体比率 民間の出資者 













泉佐野市（大阪府） 泉佐野電力 300 万円 66.7％ パワーシェアリング 66.7％（電力マネジメン
ト） 
中之条町（群馬県） 中之条パワー 300 万円 60％ V-Power40％（電力マネジメント） 
睦沢町（千葉県） CHIBA むつざわ
エナジー 
900 万円 55.6％ パシフィックパワー300 万円、その他、商工会、
地銀、信金など 5 社 
みやま市（福岡県） みやまスマート
エネルギー 






自治体 事業体 資本金 自治体比率 民間の出資者 
北上市（岩手県） 北上新電力 1,000 万円 0％ NTT ファシリティーズ（100％） 
発電・需要面で北上市が連携 
浜松市（静岡県） 浜松新電力 6,000 万円 8.33％ NTT ファシリティーズ（25％）、NTT キャピタル
ソリューションズ（25％）、その他、地元の鉄
道、建設、ガス、金融機関 6 社 
米子市（鳥取県） ローカルエナジ
ー 
9,000 万円 10％ 地元テレビ放送（50％）、その他、地元ガス会
社、ガス会社など 5 社 
鳥取市（鳥取県） 鳥取市民電力 2,000 万円 10％ 鳥取ガス 90％ 
北九州市 北九州パワー 6,000 万円 24.2％ 地元電機メーカー及び金融機関 8 社 




ベルケ（Stadt Werke、City Works）である。日本で紹介されたのは 2013 年頃からであ
り2、総務省も 2014 年度から日本版シュタットベルケの創設を目指して「分散型エネルギー












                                            
2 例えば、日本総合研究所 JRI レビュー「電力自由化と地域エネルギー政策～ドイツの先行事例に学ぶ～」2013 年 10 月
号 など 









































                                            
4 「電力自由化と地域エネルギー事業～ドイツの先行事例に学ぶ～」（株）日本総合研究所 2013 年 
5 「平成 28 年度地域エネルギーサービス（日本版シュタットベルケ）導入可能性調査」関東経済産業局 











































































                                            














事業者 報告されている事業の効果 資料 
シュタットベルケ・デュ
イスブルク 
・直接雇用 1,079 人、間接雇用 1,390 人、誘発雇用 2,494




は 29 セント。 
・同様に、ガス事業は、ナショナルプロバイダから購入
した場合の資金還流は 9 セント、シュタットベルケか
ら購入した場合は 50 セント。 
金融財政ビジネス 






























































・事業内容：191KW 規模の小水力発電 403 世帯分（3,000ｋWh/年） 
・建設段階：初期投資（工事費）281 百万円 
地域経済波及効果 201 百万円（高知県の自給率を 50％と仮定）、雇用誘発 22 人 
・事業段階：191ｋW の出力で年間 1,210,000ｋWh の発電量 
35.7 円/ｋWh で売電すると仮定し、年間 43 百万円の売電収入 




初期投資額 281 百万円から毎年 64 百万円の経済波及効果が生まれているとされる。ただ
















する調査」資源エネルギー庁 2016 年 
 この調査では、5 種類の再生可能エネルギーを対象に、全国産業連関表(2011 年)を用い





（  ）内の数値は、参考として 30 年で割った 1 年あたりのものである。 
 国内投資額(10 億円) 経済波及効果（10億円） 雇用創出（累積：千人） 
太陽光発電 11,719 28,072（935） 1,939（65） 
風力発電  1,533 3,585（120） 257（9） 
地熱発電 1,356 3,297（110） 185（6） 
中小水力発電 1,989 4,918（164） 303（10） 
バイオマス発電 9,158 21,904（730） 1,542（51） 
 資料：「平成 27 年度新エネルギー等導入促進基礎調査（再生可能エネルギー等の関連産業に関する調査）」 
資源エネルギー庁 2016 年 をもとに筆者加工 
 この表の（  ）の数値は間接効果を含めて企業、家計、政府に落ちる毎年の付加価値と
いうことができる。付加価値額を投資額と対比すると、太陽光発電の場合は 8.0％と計算さ
れる。同様に、風力発電 7.8％、地熱発電 8.1％、中小水力発電 8.2％、バイオマス発電 8.0％
と、いずれもほぼ 8％となっている。また、雇用についてみると、雇用創出一人当たりの投




















・売上金額：685 百万円（1 年あたり 69 百万円） 
・付加価値創造額：333 百万円（1 年あたり 33 百万円） 
・地域付加価値額（地域還元部分） 188 百万円（1 年あたり 19 百万円） 
・雇用：2013 年時点で 9 人の雇用創出 
 この試算によると、毎年 9 名分の雇用を支える所得が得られているとはいうものの、地
域で生み出された付加価値のうち 43％が地域外に流出している。 
 さらに、この事業を 2030 年まで 15 年間伸ばした場合は次のとおりである。 
  ・支出：2,163 百万円、補助金 634 百万円 
・売上：3,151 百万円 
・2030 年までの地域経済付加価値：直接付加価値 1,778 百万円 
直接付加価値の内訳は、事業者収益累計 715 百万円、従業員可処分所得累計 688 百万円、
市町村税収累計 373 百万円と計算されている。レポートでは補助金は重要だとしつつも、
補助金は 2016 年に全額回収できることから自立性のある事業モデルだとしている。 
ただし重要な点は、おひさまファンドへの出資者のうち地元（南伊那を中心とした南信州
地域）の出資比率が 5.6％ということである。そのため、地域に還元される地域経済付加価
値累計は、全体では 1,788 百万円（1 年あたり 119 百万円）あるとはいえ、南信州に限ると
971 百万円（同 65 百万円）である。したがって、事業から生み出された付加価値から 807
百万円（1 年あたり 54 百万円）の事業者利益が域外に流出していることになる。地域経済
付加価値累計額の内訳は市町村税収 239 百万円（1 年あたり 16 百万円）、従業員可処分所
得 688 百万円（同 46 百万円）、事業者利益 43 百万円（同 3 百万円弱）であるから、事業者
利益を中心にして、付加価値の多くが地域外の人や企業（彼らの多くは環境意識の高い善意
の人達ではあろうが）のものになってしまっているのである。 








オフ」京都大学 2015 年 











 投資額 付加価値 運営段階付加価値の内訳 













木質バイオマス 410 千円 ４５千円 ７９千円 24％ 15％ 7％ 11％ 43％ 
小水力 1,063 千円 ２４３千円 １０５千円 26％ 63％ 3％ 5％ 3％ 
風力 ３１８千円 ４１千円 １８千円 34％ 37％ 7％ 6％ 15％ 
太陽光 ２８６千円 ４３千円 １９千円 32％ 47％ 12％ 6％ 3％ 
前提   木質バイオマス： 5,000ｋW  小水力：200～1,000ｋW  風力：２MW 陸上 太陽光：２MW 非住宅 
     上記資料をもとに筆者が加工 
  




















































































・松井英章「電力自由化と地域エネルギー事業～ドイツの先行事例に学ぶ～ JRI レビュー 
Vol.９、No.10 2013 年 （株）日本総合研究所 
・瀧口信一郎「地域創生とエネルギー自由化で立ち上がる地域エネルギー事業～ドイツ・シュタットベルケか 








大学 2015 年 7 月 
・松井英章「日本版シュタットベルケ①ドイツに学ぶ地方公益サービス～もはや限界、地域単位で事業一本化  
へ～」 金融財政ビジネス 2015 年 12 月 7 日号 
・青山光彦「日本版シュタットベルケ②ドイツ流公益サービスの萌芽～地域資源・資産活用し成功例も～」金  
融財政ビジネス 2015 年 12 月 17 日号 
・中山琢夫「再生可能エネルギーで山間地域に所得 1％を取り戻せるか～小水力発電と木質バイオマスの薪利  
用を中心に～」財政と公共政策 2016 年  
・中山琢夫 ラウパッハ・スミヤ・ヨーク 諸富徹「日本における再生可能エネルギーの地域付加価値創造～  
日本版地域付加価値創造分析モデルの紹介、検証、その適用～」サステナビリティ研究 2016 年 3 月 法 
政大学サステナビリティ研究所 
・「平成 27 年度新エネルギー等導入促進調査 再生可能エネルギー等の関連産業に関する調査」資源エネル
ギー庁 2016 年 
・諸富徹「エネルギー自治・シュタットベルケ・地域経済循環」 地方財政 2016 年 11 月号 
・「平成 28 年度市場競争環境評価調査（平成 28 年度地域エネルギーサービス（日本版シュタットベルケ）導
入可能性調査）」関東経済産業局・国際航業（株） 2017 年 3 月 
・豊田陽介「広がる再生可能エネルギー100％と日本の市民・共同発電所」都市問題 2017 年 11 月号 





・河野博子「「発送電分離」で正念場迎えるエネルギーの地産地消」ガバナンス 2018 年 6 月号 
・諸富徹「自治体エネルギー政策による地域づくり」ガバナンス 2018 年 6 月号 
・則武祐二 加藤正良「地域経済統計から探る再生可能エネルギービジネスの可能性」リコー経済社会研究所   
2018 年 8 月 
－ 19 －
「地域エネルギー自治」のあり方～その意識と課題～ (武山 )
